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住商特殊鋼株式会社の全株式の取得に関するお知らせ 

 

 

当社は、令和元年６月 11日開催の取締役会において、住友商事グローバルメタルズ株式会社（以下、「住友

商事グローバルメタルズ」という。）から、住商特殊鋼株式会社（以下、「住商特殊鋼」という。）の全株式を

取得（以下、「本株式取得」という。）することについて決議し、令和元年６月 11 日付で住友商事グローバル

メタルズと本株式取得に係る株式譲渡契約を締結いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、住商特殊鋼は、当社による本株式取得の実行前に、住商特殊鋼を分割会社、親会社である住友商事グ

ローバルメタルズを承継会社として営業第二本部が営む全ての事業（主として、自動車向け構造用鋼の販売事

業であり、拠点のうち、東日本営業部、西日本営業部、名古屋営業所、広島営業所、九州営業所を含む）を会

社分割（吸収分割）し、当社は、当該会社分割の効力発生後に、住商特殊鋼の全株式を取得いたします。 

また住商特殊鋼は、当社が 33.6%を保有し持分法適用関連会社としている株式会社ナカタニ（以下、「ナカ

タニ」という。）の株式を 33.6%保有しております。本株式取得に伴い、当社企業集団はナカタニ株式の 67.3%

を保有することとなり、ナカタニは当社の連結子会社となりますことをあわせてお知らせいたします。 

 

１．株式の取得の理由 

当社企業集団は、ステンレス鋼その他金属材料の販売、ステンレス鋼その他金属加工製品の製造・販売、

機械装置の製造・販売及びエンジニアリングを主な事業内容としております。 

住商特殊鋼は、昭和 31 年に設立され、関東および関西等を拠点としてステンレス鋼や構造用鋼を中心と

する特殊鋼鋼材の販売に強みを持つ企業であります。 

当社および住商特殊鋼が属するステンレス流通業界は、事業環境の変化が加速しております。また、需

要家ニーズが変化・多様化するなか、当社は変化に対応するために流通としての基本機能の拡充を図ること

が必要不可欠と考えております。 

当社は、当社と同様にステンレス鋼の販売に強みを持つ住商特殊鋼の株式取得を通じて、両社がこれま

で培ってきた経営資源を相互に有効活用し、両社協力の下で物流拠点、配送体制等の最適化を進めることで、

お取引先様への高い利便性の提供とエンドユーザー様によるメリットの享受を実現できるものと判断しまし

た。当社企業集団は、本株式取得により、その社会的役割をより一層果たすことで企業価値の更なる向上を

目指し、その成果をすべての利害関係者に還元していきたいと考えております。 

住商特殊鋼の最終親会社である住友商事株式会社（以下、「住友商事」という。）は当社にとり 10.9％の

筆頭株主であり、本件成立後も住友商事グループとの取引関係を継続し、両グループ協力のもと幅広いサー

ビスを提供してまいります。 

 

２．異動する子会社（住商特殊鋼株式会社）の概要 

（平成 30年３月 31日現在） 

（１） 名 称 住商特殊鋼株式会社 

（２） 所 在 地 東京都千代田区一ツ橋一丁目２番２号 住友商事竹橋ビル４階 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 明田 重樹 

（４） 事 業 内 容 特殊鋼鋼材、加工品、マグネット製品などの販売 
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（５） 資 本 金 280百万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 31年６月６日 

（７） 大株主及び持株比率 住友商事グローバルメタルズ株式会社           100.0% 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 
当該会社の最終親会社である住友商事は、現時点におい

て当社株式 1,200千株（10.9%）を所有しております。 

人 的 関 係 

該当事項はありません。また、当社の関係者及び関係会

社と当該会社の関係者及び関係会社の間には、特筆すべ

き人的関係はありません。 

取 引 関 係 

当社は当該会社の最終親会社である住友商事が株式の

50%を保有する住商メタルワン鋼管株式会社（以下、「住

商メタルワン鋼管」という。）から商品を購入し、また

住友商事に対して商品を担保に供しております。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 28年３月期 平成 29年３月期 平成 30年３月期 

 純 資 産 1,540百万円 1,742百万円 2,303百万円 

 総 資 産 6,246百万円 7,158百万円 8,153百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 1309.81円 1,481.18円 1,958.65円 

 売 上 高 11,692百万円 13,288百万円 14,772百万円 

 営 業 利 益 369百万円 615百万円 815百万円 

 経 常 利 益 344百万円 622百万円 949百万円 

 当 期 純 利 益 298百万円 561百万円 729百万円 

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 253.79円 477.02円 620.10円 

 １ 株 当 た り 配 当 金 76.14円 372.24円 630.34円 

＊当社による住友商事への商品担保提供取引につきましては、平成 30年３月期で終了しております。 

＊営業第二本部が営む全ての事業を分割対象とする会社分割を考慮した売上高につきましては、以下のとおり

となります。 

決算期 平成 28年３月期 平成 29年３月期 平成 30年３月期 

 売 上 高 9,376百万円 9,688百万円 10,246百万円 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（平成 30年３月 31日現在） 

（１） 名 称 住友商事グローバルメタルズ株式会社 

（２） 所 在 地 東京都千代田区大手町二丁目３番２号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 坂田 一成 

（４） 事 業 内 容 
鉄鋼及び非鉄金属並びにそれらの製品の輸出入と販売及び製造業、加工業

等の事業経営 

（５） 資 本 金 300百万円 

（６） 設 立 年 月 日 平成 15年４月４日 

（７） 純 資 産 108百万円 

（８） 総 資 産 1,497百万円 

（９） 大株主及び持株比率 住友商事株式会社                    100.0% 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 
相手先の親会社である住友商事は、現時点において当社

株式 1,200千株（10.9%）を所有しております。 

人 的 関 係 

該当事項はありません。また、当社の関係者及び関係会

社と相手先の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき

人的関係はありません。 

2 
 



取 引 関 係 

当社は相手先の親会社である住友商事が株式の 50%を保

有する住商メタルワン鋼管から商品を購入し、また住友

商事に対して商品を担保に供しております。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 

相手先の親会社である住友商事は当社株式 1,200 千株

（10.9%）を所有する主要株主として関連当事者に該当

します。 

＊相手先の資本金の額は、平成 30年４月１日以降、二度の増資を経て本日時点で 16,250百万円となっており

ます。 

＊当社による住友商事への商品担保提供取引につきましては、平成 30年３月期で終了しております。 

 

４．取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 

0株 

（議決権の数：0個） 

（議決権所有割合：0.0％） 

（２） 取 得 株 式 数 
1,175,994株 

（議決権の数：1,175,994個） 

（３） 取 得 価 額 

住商特殊鋼の普通株式  2,829百万円 

アドバイザリー費用等（概算額）   88百万円 

合計（概算額）        2,917百万円 

（４） 異動後の所有株式数 

1,175,994株 

（議決権の数：1,175,994個） 

（議決権所有割合：100.0％） 

＊実際の取得価額は、株式譲渡契約に定める価格調整を実施した金額となる予定です。取得価額には、価格調

整前の金額を記載しておりますが、価格調整により最終的な取得価額は変動することが見込まれます。 

 

５．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 令和元年６月 11日 

（２） 契 約 締 結 日 令和元年６月 11日 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 令和元年８月１日（予定） 

＊株式譲渡実行日については、上記のとおり令和元年８月１日を予定しておりますが、株式譲渡は、私的独占

の禁止および公正取引の確保に関する法律（独占禁止法）に定める手続きの完了後に実行する必要があるた

め、変動する可能性があります。 

 

６．本株式取得に伴い当社の連結子会社となるナカタニの概要 

（１） 名 称 株式会社ナカタニ 

（２） 所 在 地 埼玉県さいたま市浦和区岸町七丁目１番７号 浦和チクラビル４階 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 中谷 薫 

（４） 事 業 内 容 金属加工及びその各種加工販売 

（５） 資 本 金 10百万円 

（６） 設 立 年 月 日 平成２年２月１日 

（７） 大株主及び持株比率 33.6％⇒67.3% 

 

７．今後の見通し 

本株式取得による当社連結業績への影響につきましては、現在精査中でありますが、明らかになり次第、

速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 
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